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事業事前評価表 

 

国際協力機構農村開発部畑作地帯第１課 

１．案件名                                                 

 国 名： エクアドル共和国 

 案件名： チンボラソ県持続的総合農村開発プロジェクト 

      Sustainable Integrated Rural Development in the Prefecture of Chimborazo 

   

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における農業セクター及びプロジェクト対象地域の現状と課題 

本プロジェクトの対象地域であるエクアドル共和国（以下、エクアドル国）チンボ

ラソ県は、人口約40万人のシエラ（山岳）地域のほぼ中央部に位置する地方県で

ある。同県は、シエラ地域 10 県の内でも深刻な貧困問題を抱えており、貧困ライ

ン以下の人口が県総人口の 54.9%を占めている(2009 年 SIISE/INEC1 )。 

シエラ地域の貧困の主な原因としては、主要な生計手段である農業所得の低さ

に加え、質の低い教育・医療・基礎インフラによる劣悪な生活環境及び自然資源

の劣化（森林破壊による流域荒廃、土壌浸食など）の問題がある。土壌及び水は

農牧分野と農村生活にとって重要な資源であり、農業収入を基礎とした村落の発

展や村落での生活の質確保のためには、自然資源の劣化への対応は不可避で

ある。 

これらの複合的な問題を解決するためには、多分野に及ぶ総合開発の観点か

らの中長期的な開発戦略の策定が必要であることから、チンボラソ県では、貧困

削減に向けた参加型の持続的総合農村開発の実施体制が整備されることを目標

として、2009年 2月から 2011年 8月まで「チンボラソ県貧困削減のための持続的

総合農村開発実施体制強化プロジェクト（PMSK：Project Minka Sumak Kawsay）」

を実施し、「チンボラソ県持続的総合農村開発戦略」の策定及び同戦略に基づい

た開発計画の策定が行われた。 

今後の課題としては、本戦略を持続的に実施に移すために、各集落のレベルで

住民の直面する課題を的確に把握し、上記戦略の枠組みに沿ってこれに対応す

る計画を策定・実施することが必要であり、併せて住民の主体性の形成と、自助

努力による生活の改善や収入の向上、テリトリアル・アプローチ計画（以下、「テリ

                                                   
1
 エクアドル統計庁社会的指標調査：Sistema Integrado de Indicadores Sociales del Ecuador/Instituto 

Nacional de Estadisticas y Censos 
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トリアル計画」）2などの行政の推進する参加型開発への理解・協力を促進するこ

とが求められている。また、総合的な開発戦略を適切に実施するために、複数の

セクターにまたがる関係行政機関の連携・調整による実施体制の強化と、課題分

析・計画策定・計画実施に係る関係組織の能力向上が必要である。 

 

（2）当該国における農業セクター及びプロジェクト対象地域の開発政策と本事業の位

置づけ 

エクアドル国の現行憲法は、食糧安全保障、環境、教育、保健等からなる「良き

生活（Buen Vivir）」の実現を目指しており、基本原則の中で貧困削減を謳っている。

憲法に基づき策定された「国家開発計画（Plan Nacional para el Buen Vivir）

2009-2013」においても、12 ある目標の一つに国民の生活の質の向上を掲げてい

る。また、現行のチンボラソ県の開発戦略である「チンボラソ県のためのミンガ II 

2009 年‐2014 年」においても、「良き生活」を達成するために、農村部の持続可能

な総合開発の支援を目標としており、本プロジェクトが目指す持続的総合農村開

発を通じた生活の質の向上は、重要政策として位置付けられている。 

また、県、市、パロキア政府3は、2010 年 10 月に発効した「国土編成・自治・地

方分権法」に基づき、各行政レベルでテリトリアル計画を策定中である。同法 295

条において、テリトリアル計画は、市民の積極的な参加と地域の独自性を考慮し

た長期的展望をもった開発計画と謳われている。 

 

（3）当該国における農業セクター及びプロジェクト対象地域に対する我が国及びJICA

の援助方針と実績 

我が国は、2005 年 7 月のエクアドル国政府との政策協議を踏まえて策定され

た対エクアドル共和国事業展開計画（2010 年 8 月更新）において、①貧困対策、

②環境保全・防災を重点分野としており、本プロジェクトは①貧困対策のうち「地

域社会の開発促進・基礎インフラ整備」を開発課題とする協力プログラム「農村部

貧困削減プログラム」に位置付けられる。 

 

（4）他の援助機関の対応 

・ KOICA（韓国国際協力団）による用水路整備 

・ FAO（国際連合食糧農業機関）による「パラモ」と呼ばれる脆弱な湿原における

自然資源利用プロジェクト 

・ WB（世界銀行)による灌漑・道路プロジェクト 

                                                   
2 開発対象として、郡や市町村などの行政区分にとらわれることなく、共通した開発目標を有する地域の

まとまり（テリトリー）に着目し、それぞれのテリトリーの開発ニーズ及びその優先度に応じてセクタ

ー横断的に開発を進めるための計画。 
3
 エクアドル国における最小の行政単位。 
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・ UNDP（国際連合開発計画）による保健に関する研修・普及 

・ UNICEF（国際連合児童基金）による教育関連テキストの作成 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本プロジェクトは、エクアドル国チンボラソ県において、住民の生計向上及び生

活改善に繋がる具体的活動の実施、関係機関の連携強化・拡大、普及員の育成

とネットワークの構築を通じて、同県における「持続的総合農村開発のための体制

構築・手法構築のためのマニュアル」の確立を図り、もって住民の生活の質改善に

寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

チンボラソ県（実証対象地域については、プロジェクト開始後に選定） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

・ 実証対象地域となるテリトリアル計画に基づき区分された県内 8 ゾーンのうちの

4 ゾーン 30 集落の住民約 9000 人 

・ 普及対象地域のチンボラソ県全農村部の住民 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2012 年１月～2017 年 1 月を予定（計 60 ヶ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

    4.0 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

    チンボラソ県政府（GADPCH）、農牧漁業省（MAGAP）、環境省（MAE）、教育省

（ME）、保健省（MSP） 

 

(7)投入（インプット） 

1） 日本側 

 長期専門家 

チーフアドバイザー／持続的総合農村開発、業務調整／参加型開発、 

収入源創出／マーケティング、営農 

 短期専門家 

灌漑、水土保全、生活改善、ジェンダー・社会配慮等 
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 第三国専門家 

栽培、テリトリアル・アプローチ等 

 機材供与 

土壌回復・保全のための機材、車両（集落移動用）、普及員用バイク（追加）、

プロジェクト事務所用事務機器（複写機、パソコン等）、簡易灌漑用資材等 

 カウンターパートの研修 

本邦研修（生活改善アプローチ、収入源創出等） 

第三国研修（生活改善アプローチ、収入源創出） 

 ボリビア・ペルー類似案件との技術交換 

 

2）エクアドル国側 

 プロジェクト・ディレクター及びプロジェクト・コーディネーター 

 プロジェクト・スタッフ（チンボラソ県政府、4 ゾーンの地方行政府、及び分野別

（農牧業、環境、起業、教育及び保健）参加省庁県事務所の職員） 

 プロジェクト・スタッフ（農業、環境、起業、教育、保健及びインフラの各分野の

関係省庁の県事務局職員） 

 予算（運営経費、マイクロプロジェクト実施予算等） 

 プロジェクト事務所（チンボラソ県政府内に位置。家具、基本的な機材・設備、

電話、インターネット接続は完備） 

 支援スタッフ 

 プロジェクト用車両 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：B  

②カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）上、

セクター特性、事業特性及び地域特性に鑑みて、環境への望ましくない影響が

重大ではないと判断されるため。 

③環境許認可 

本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は同国国内法上作成が義務付けら

れていない。 

④汚染対策 

農薬の投入は予定されておらず水質汚染は想定されない。 
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⑤自然環境面 

対象県のアンデス高原地域には、「パラモ」が存在するが、事業対象地域は当

該地を除いて選定する予定であり、自然環境への望ましくない影響は最小限で

あると想定される。 

⑥社会環境面 

本事業は既存敷地内で実施するため、用地取得および住民移転を伴わない。

また、先住民族の文化、生活様式への影響の軽減、諸権利の尊重については、

エクアドル国の政策等に従い、尊重することとしている。 

⑦その他・モニタリング 

 気候変動の悪影響に脆弱な農村部の貧困層に裨益する案件であり、気候変

動適応能力向上に資する。 

 本事業では、事業実施機関が生態系への影響、プロジェクトの支援による便

益の適正な配分、プロジェクト活動に伴う先住民の文化・生活様式に対する負

の影響等についてモニタリングする。 

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

 当該地域では、男性が出稼ぎのため不在であることが多いことから、農民の

多くを女性が占めており、これら同地域の女性に対し、知識や技術を学ぶ機

会を提供することとしている。 

 また、これらを効率的・持続的に推進するため、生活改善にかかる短期専門

家の派遣、カウンターパートに対する本邦研修、第三国研修を実施することと

している。 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

   貧困削減に向けた参加型の持続的総合農村開発の実施体制が整備されること

を目標として、2009 年 2 月から 2011 年 8 月まで「チンボラソ県貧困削減のための

持続的総合農村開発実施体制強化プロジェクト（PMSK：Project Minka Sumak 

Kawsay）」を実施し、「チンボラソ県持続的総合農村開発戦略」の策定及び同戦略

に基づいた開発計画の策定が行われた。本プロジェクトは右戦略を実施に移すこ

とを目指している。 

2）他ドナー等の援助活動 

2．(4)のとおり。 
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４．協力の枠組み                                            

（1）協力概要 

1）上位目標：チンボラソ県農村部の住民の生活の質が改善される。 

指標4： 1: 絶対的貧困率が○○％減少する。 

 

2）プロジェクト目標：実証対象地域における住民の生計及び生活環境が改善され

ると共に、普及対象地域において生活の質の改善に向けた開発事業

の実施基盤が整備される。 

指標： 

実証対象地域 4 ゾーンの指標5： 

1: 実証対象地域の絶対的貧困率が○○％減少する。 

 

普及対象地域の指標： 

2: 普及対象地域の各地方行政府が持続的総合農村開発のための体制構

築・手法確立のためのマニュアルを承認する。 

3: チンボラソ県における各省県事務所が、技術者・普及員を独自予算でそ

れぞれ○名雇用する。 

 

3）成果及び活動 

成果１：実証対象地域の農家が、生計向上についての基礎的知識・技術（農業

生産性向上、営農・流通改善、収入源創出）を習得し実践する。 

指標： 1-1: 2016 年までにコミュニティープロジェクト6を実施した各集落で現金収

入が○○％向上する。 

活動： 1-1: 実証対象地域の選定及びベースライン調査を行う。 

1-2: 農民グループを組織し、生計向上（農業生産性向上、営農・流通改

善、収入源創出等）に係る研修計画の策定及び実施を支援する。 

1-3: 研修成果を活用した農民グループによる生計向上のための活動計

画の策定及び実施を支援する。 

1-4: 農民グループによる所得向上及び、手法改善のためのモニタリン

グ・評価の実施を支援する。 

 

成果 2：実証対象地域において公共サービスへのアクセスが改善されると共に、

農家が基礎的知識・技術（保健、環境、教育）を習得し実践する。 

 

                                                   
4 教育及び保健に関する指標については、プロジェクト開始後６か月後を目途に決定する。 
5 教育及び保健に関する指標については、プロジェクト開始後６か月後を目途に決定する。 
6 集落住民が主体者となり関係機関（省庁、県、市、パロキア、JICA）支援の下、生計向上を目的として

実施する開発事業。 
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   指標： 2-1: 食事の品目が倍増する。 

2-2: 家事労働時間が○○％減少する。 

2-3: 保健、環境、教育の基礎的知識・技術の実践割合が○○％増加す

る。 

   活動： 2-1: 生活改善に係る知識・技術(保健、環境、教育等)を習得・実践する

ための研修計画の策定及び実施を支援する。 

       2-2: 研修成果を活用した農民グループによる生活改善による活動実施

を支援する。 

2-3: 実証対象地域において、住民の公共サービスへの適切なアクセス

を促進する。 

2-4: 農民グループによる上記活動についての定期的なモニタリング・評

価の実施、及び生活環境向上のための方策の検討及び実施を支援

する。 

  

    成果 3：持続的総合農村開発のために、参加型開発に係る各機関の職員の能

力強化を通じて各レベルの政府並びに各セクター間の連携が強化され

る。 

    指標： 3-1: 関係機関横断的なプロジェクト会議の開催頻度・出席率が○○%増

加する。 

3-2: 関係機関の技術者・普及員向けの参加型開発に係る研修カリキュ

ラム、マニュアルの数。  

   活動： 3-1: 関係機関の技術者・普及員に対して参加型開発について研修を実

施する。 

3-2: 県政府内関係部局・県内地方行政府・関係省庁の連携促進を支援

する。 

3-3: 県政府内部における総合村落開発に関する業務の効率・統合化を

促進する行政メカニズムを提案する。 

 

成果 4：県の農村地域の総合開発のための普及ネットワーク7が構築され、技術

者・普及員が育成される。 

                                                   
7 普及ネットワーク委員会により実施される、各市で活動する普及員・技術者の育成及び育成プログラム

の作成、県庁直属の普及員による「各市で活動する普及員・技術者」の活動のモニタリングを活動内容

とする。 
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指標： 4-1: 普及ネットワーク委員会の制度構築のための規約ができる。 

4-2: 「チンボラソ県高地農業改良センター」を利用する技術者・普及員の

数（○○人）。 

4-3: 関係機関全体で○○人の普及員が育成され活動している。 

4-4: 2016 年までに農民向け指導等を行う普及員が○○人以上育成され

る。 

   活動： 4-1: 県政府・県内地方行政府及び関係省庁の技術者・普及員代表者に

よる普及ネットワーク委員会を、県政府社会管理部主導の下に設立

する。 

4-2: 既存のインフラを活用し、研修の手法と手段の蓄積、技術研修、先

祖伝来の農業技術を中心とした農業技術の普及のシステム化を目的

とした、「チンボラソ県高地農業改良センター」を設置する。 

4-3: 関係機関、県内地方行政府、集落の技術者・普及員の能力向上の

ための研修を計画し、実施する（含むマニュアル類作成）。 

 

   成果 5：県内全農村部に対する持続的総合農村開発のための体制構築・手法確

立のためのマニュアルが策定される。 

   指標： 5-1: 県政府による持続的総合農村開発のための体制構築・手法確立の

ためのマニュアルの承認。 

   活動： 5-1:実証対象地域集落における各活動の経験及び普及対象地域の農村

の現状と課題を基に、持続的総合農村開発のための体制構築・手法

確立のためのマニュアルの草案を策定する。 

5-2:持続的総合農村開発のための体制構築・手法確立のためのマニュ

アルを県審議会に提出する。 

 

4） プロジェクト実施上の留意点 

・ プロジェクトサイトにおける実証対象地域の選定は、プロジェクト開始後に策

定される集落選定基準に基づき選定される。 

・ 各指標の具体的な数値については、プロジェクト開始後６か月以内を目途に

設定する。 

・ 成果１及び２では、持続的農村開発に農家サイドとして必要な、生計向上や

生活改善に必要な知識・技術を習得・実践することを成果とし、その活動は
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農家の自らの研修計画の策定・実施からモニタリング・評価の実施の支援ま

で、農家が自らの能力を高めるものとなっている。 

・ 成果３及び４では、持続的農村開発に行政サイドとして必要な、実施体制の

拡大・確立、普及ネットワークの構築を成果とし、その活動は関係機関の連

携方策、具体的な機関の設置や研修の実施まで、行政サイドの能力を高め

るものとなっている。 

・ 成果５では、成果１～４の取り組みを基に、持続的総合農村開発のための体

制構築・手法確立のためのマニュアルが策定されることを成果とし、その活

動は、マニュアルの策定に必要な現状・課題の整理からモデルの県審議会

への提出まで具体的なものとなっている。 

・ 上記の取り組みを通じて、農家側及び行政側双方の能力・基盤強化及びそ

れらの連携が図られることとなり、これによりモデル集落（実証対象地域）に

おいて生活の質が改善されることが期待できる。 

・ チンボラソ県政府、農牧省、保健省、教育省、環境省、及び各省県事務所は、

「チンボラソ県貧困削減のための持続的総合農村開発実施体制強化プロジ

ェクト」を通じて、総合的農村開発プロジェクトを実施するのに必要な経験を

蓄積している。また、本プロジェクトでは、より住民に近い市政府やパロキア

政府との連携も想定しており、強固な実施体制の下、成果達成に向けた効

率的な活動実施が可能である。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                                        

（1）事業実施のための前提 

チンボラソ県の治安が確保される。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

 カウンターパートや協力関係機関の関係者が頻繁に異動しない。 

 自然災害や極端な異常気象がプロジェクト対象地域で発生しない。 

 県政府や市政府間で深刻な政治的対立が発生しない。 

 医療施設・関係者の質・量が確保される。 

 教育施設・関係者の質・量が確保される。 

 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

 関係機関や対象地域の村落の人材が頻繁に異動しない。 



 10 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

 エクアドル国又は地域の経済状況が著しく悪化しない。 

 チンボラソ県政府、参加省庁及び関係機関の構造と機能に大きな変化が生じ

ない。 

 関係機関の一般予算が大幅に削減されない。 

 

６．評価結果                                                

本事業は、エクアドル国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合

致しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７． 過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

  グアテマラ国「高原地域先住民等小農生活改善に向けた農業技術普及体制

構築計画（2006年～2011年）」においては、先住民より信頼を得ても、住民の参

集を呼びかける際に、女性や一部住民が参加の機会から排除されてしまうと、

住民やグループ間に対立が起こるため、プロジェクト内容や情報、参加の機会

を対象地域住民に、公平且つ繰り返し伝えるよう留意するとしている。本プロジ

ェクトも先住民の居住地域が、普及・実証対象地域に含まれるため、同様の点

に留意する。 

  ボリビア国「持続的農村開発のための実施体制整備計画 フェーズ２ プロジ

ェクト（2009 年～2014 年）」においては、対象地域の先住民女性は、家事、家畜

の世話、生産物の販売などで非常に多忙である一方、教育を受ける機会は少

なく、集落における発言権も少ないため、女性達をグループ化し、活動を導入し

た結果、集会における女性の発言権が増加するなどの活性化がみられたとして

いる。また、同プロジェクトでは、女性の負担が一方的に増加しないよう、毎年

の業務の見直し、中間レビューで女性の負担状況を確認し、必要に応じて対策

を講じるよう十分な配慮を行うとしており、本プロジェクトにおいても、集落の労

働の担い手である先住民女性に対し、同様の留意が必要である。 

  ガーナ国「灌漑小規模農業振興計画（1997年～2002年）」においては、モデル

のような概念的な言葉を活用する場合、具体的な活動に係るコンセンサスを関

係者間でしっかりと得る必要がある、という教訓が出されている。本プロジェクト

は、持続的総合農村開発のための体制構築・手法確立のためのマニュアルの

確立や実施体制・制度の定着を目指しており、持続的総合農村開発のための
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体制構築・手法確立のためのマニュアルに関し、実施体制や方法論等の観点

について、繰り返し協議を行い、関係者の認識が統一されるよう配慮する。 

 

８．今後の評価計画                                           

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

 

（2）今後の評価計画 

案件開始１か月後   ：ベースライン調査 

案件開始 2年半後   ：中間レビュー調査 

案件開始後 4年半後 ：終了時評価 

案件終了後 3年後   ：事後評価 

 

以 上 


